（様式１）

企 画 提 案 参 加 申 込 書

令和２年○月○日

徳島県知事　飯　泉　嘉　門　　殿

住所  ○○○○○○○○○

団体名及び  ○○○○○○○

代表者名　○○○○○　　　　　印

　

子育て世帯つながり支援事業委託業務公募型プロポーザルに参加したいので，次のとおり資料を提出します。
なお，企画提案公募実施要領「３　企画提案の参加資格要件」を満たしていることを誓約します。
１　調達件名
　子育て世帯つながり支援事業委託業務
２　申込者　
○○○○
３　事業所の所在地・連絡先
　　〒　　　徳島県○○○○

　　電話番号
　　電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
４　担当者　職・氏名
（様式２）

子育て世帯つながり支援事業に係る委託業務企画提案書
令和２年○月○日

徳島県知事　飯　泉　嘉　門　　殿

住所  ○○○○○○○○○

団体名及び  ○○○○○○

代表者名　○○○○○　　　　　印

　

次のとおり，子育て世帯つながり支援事業に係る委託業務企画提案書及び関係書類を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　企画提案書（様式３）

２　プレゼン用資料（Ａ４版，自由様式）

３　履歴事項全部証明書の写し

（様式３）

企画提案書
	実施団体名

	

	（ふりがな）
代 表 者 名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	所　在　地

	〒


	連絡担当窓口

	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	

	事  業  名
	子育て世帯つながり支援事業

	事 業 概 要

	· 認識している課題
（子育て支援サービスを提供する中で認識している子育て世帯の不安・負担，課題等）
· 事業全体の概要
　（子育て世帯の不安・負担軽減に向けた取組のビジョン）


	実 施 計 画
　　　

	· 取組の全体像，スキーム
· 取組に関わる関係者の役割分担
· 具体的な取組内容
· 期待される効果
· 市町村との連携
· 資金計画


	提案者の概要

	· 事業実施体制

（適切に事業を実施するための体制を記載）

	効果検証
	· 効果の検証方法
· 提案する事業で達成すべき目標



	今後の展開
	· 事業の今後の展開
· 事業の将来的な自立・自走化に向けた方策


	スケジュール
	· 事業の実施スケジュール


	事業に関連するこれまでの実績


	※　事業に関連するこれまでの実績を記載すること。




＜委託業務経費（予定額）＞

　経費予定額　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　別
	内　　　訳
	経費予定額

	人 件 費

	賃　金
	給与　　　　　　　　　○○○円×○月分

事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事 業 費

	報償費
	講師謝金　　　　　　○○○円×○回
会議出席者謝礼　　　○○○円×○回×〇人
	

	
	旅　費
	ガソリン代　徳島市⇔○○　○○○円×○回
	

	
	賃借料
	会場借料　　　　　○○○円×○日
機械等リース料　　○○○円×○日
	

	
	印刷製本費

	チラシ代　　　　　　○○○円×○枚
アンケート印刷代　　○○○円×○枚
	

	
	消耗品費
	消耗品
	

	
	　 会議費
	
	

	
	通信運搬費
	インターネット代　　　○○○円×○月分
通話料　　　　　　　　○○〇円
	

	
	雑役務費
	送金手数料，ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ引き出し手数料等
チラシ等送料　　　　○○〇円×〇箇所
	

	
	消費税相当額
	
	

	合　　計
	
	


※　委託経費の区分についての経費計上の留意事項等

ア　本事業の実施に直接必要とする経費のみ計上すること。

イ　本事業における経費については，他の経費と明確に区分し経理すること。

ウ　人件費（社会保険料等を含む）については，雇用の必要性及び金額（人数，時間，単価）の妥当性を判断の上，計上すること。

エ　諸謝金については，外部の者に依頼する事業実施の労務，会議出席，実技指導，単純労働，その他の労務（通訳等）に対して支払うものとする。（業者等との契約による場合は，雑役務費に計上すること。）なお，菓子折，金券の購入は認められない。

オ　諸謝金，旅費等については，その対象，内訳等が分かる書類を添付すること。その他の経費についても内訳が分かる見積書等の書類を添付すること。

カ　賃借料については，会場借料，機械，物品，用具，器具，設備等の借料やリース料（見積書，請求書等には，使用期間（時間），数量等を記載のこと。）を対象とする。

キ　印刷製本費については，会議資料，報告書，その他事業実施に係る印刷物等の印刷製本又は複写（見積書，請求書等には印刷及び製本仕様を記載のこと。），記録用写真フィルムの現像及びプリントに要する経費とする。

ク　消耗品費については，各種事務用品，書籍類，その他事業の実施に直接必要とする消耗品を対象とする。

ケ　食糧費については，講演会等を開催する場合の演台上のミネラルウォーター等につ
いては，対象とする。ただし，参加者等への飲食については，対象外とする。
コ　通信運搬費については，はがき及び切手代，郵送料，宅配便等の料金並びに物品等梱包発送による運搬料とする。なお，切手を購入する場合，必要最小限の枚数とし受払簿等で適切に管理すること。

サ　雑役務費については，調査研究に係るデータ集計，入力等の役務（業者との契約により行うもの）の請負に対して支払うもの，対象経費の支出に係る銀行振込手数料，広告等掲載料（費用対効果を考慮し，過大な計上は認められない。）とする。

シ　消費税相当額については，団体が課税事業者（納税義務者）で，不課税経費を計上している場合に，それに該当する消費税相当額のみ計上すること。この場合，課税事業者である旨を確認できる書類を添付すること（業者等に支払う消費税額については，当該経費区分に税込額を計上すること。）。

ス　上記に記載する経費以外の経費（備品購入費など）については，本事業の対象外とす
る。
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